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西
宮
郵
便
局
に
設
置

配
達
済
み
は
が
き

リ
サ
イ
ク
ル
Ｂ
Ｏ
Ｘ

老
人
保
健
法
医
療
が
、
老
人

保
健
法
の
改
正
に
よ
り
１０
月
１

日
か
ら
変
わ
り
ま
す
。
お
お
む

ね
次
の
事
項
に
変
更
が
あ
り
ま

す
。
問
合
せ
は
医
療
助
成
課

（
０
７
９
８
・
３
５
・
３
１
９

２
）
へ
。

�
受
給
対
象
者
�

受
給
対
象
者
は
、

�
７５
歳
以
上
の
人（
た
だ
し
、

昭
和
７
年
９
月
３０
日
ま
で
に
生

ま
れ
た
人
は
、
現
行
ど
お
り
７０

歳
以
上
で
対
象
に
な
り
ま
す
）

�
６５
歳
以
上
で
一
定
の
障
害

が
あ
る
と
認
定
を
受
け
た
人（
現

行
ど
お
り
）

に
な
り
ま
す
。

�
一
部
負
担
金
�

受
給
者
お
よ
び
そ
の
人
が
属

す
る
世
帯
の
所
得
や
課
税
状
況

に
よ
り
負
担
割
合
や
限
度
額
等

が
異
な
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

�
負
担
割
合
は
、
費
用
の
定

率
１
割
ま
た
は
２
割
に
な
り
ま

す
。
外
来
時
の
医
療
機
関
ご
と

の
限
度
額
や
定
額
制
（
診
療
所

で
の
８
５
０
円
・
月
４
回
支
払

い
等
）
は
廃
止
に

�
外
来
一
部
負
担
金
は
、
個

人
外
来
限
度
額
を
超
え
て
支
払

っ
た
額
に
つ
い
て
市
に
請
求
し
、

還
付
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
入
院
一
部
負
担
金
は
１
医

療
機
関
で
は
個
人
入
院
限
度
額

ま
で
の
支
払
い
で
す
み
ま
す

�
高
額
医
療
費
制
度
に
つ
い

て
は
、
１
人
ま
た
は
同
一
世
帯

の
複
数
の
受
給
者
が
同
一
月
に

支
払
っ
た
一
部
負
担
金
の
合
計

額
が
世
帯
負
担
限
度
額
を
超
え

た
場
合
、
後
日
市
に
請
求
し
て

還
付
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま

す

�
受
給
者
証
�

９
月
３０
日
ま
で
に
、
負
担
割

合
を
記
入
し
た
新
し
い
「
老
人

保
健
法
医
療
受
給
者
証
」
を
送

付
し
ま
す
。
現
在
お
手
持
ち
の

受
給
者
証
は
、
１０
月
１
日
か
ら

使
え
な
く
な
り
ま
す
。

市
老
人
医
療

助
成
制
度
の
改
正

市
が
実
施
し
て
い
る
老
人
医

療
の
受
給
者
一
部
負
担
金
は
、

こ
れ
ま
で
老
人
保
健
法
の
規
定

に
準
じ
て
実
施
し
て
き
ま
し
た
。

今
回
も
改
正
後
の
同
法
に
準
じ

た
制
度
と
し
て
、
条
例
改
正
案

を
市
議
会
に
提
案
、
審
議
を
受

け
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、
市
の
老
人
医
療
の
対

象
者
は
７０
歳
誕
生
月
（
１
日
生

ま
れ
は
そ
の
前
月
）
末
日
ま
で

に
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
７０
歳

に
な
る
人
は

健
康
保
健
法
等
の
改
正
に
よ

り
、
昭
和
７
年
１０
月
１
日
以
降

に
生
ま
れ
た
人
は
、
７０
歳
の
誕

生
月
の
翌
月
（
１
日
生
ま
れ
は

誕
生
月
）、加
入
し
て
い
る
健
康

保
険
か
ら
「
高
齢
受
給
者
証
」

を
交
付
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
健
康
保
険
証
と
と
も
に

提
出
す
る
と
、
７５
歳
以
上
の
老

人
保
健
法
医
療
受
給
者
と
同
様

の
扱
い
で
受
診
で
き
ま
す
。

市
は
、
来
年
４
月
採
用
予
定

の
職
員
を
募
集
し
ま
す
。
職
種

は
助
産
師
、
看
護
師
で
、
定
員

は
合
わ
せ
て
１３
人
程
度
で
す
。

申
込
は
、
９
月
１０
日
か
ら
１９

日
ま
で
（
土
・
日
曜
を
除
く
）

の
午
前
９
時
か
ら
午
後
５
時
１５

分
の
間
に
、
申
込
書
な
ど
必
要

書
類
を
人
事
課
（
市
役
所
本
庁

舎
５
階
�
０
７
９
８
・
３
５
・

３
５
１
４
）
へ
。

申
込
書
は
、
９
月
１０
日
か
ら

同
課
で
配
布
し
ま
す
。
ま
た
、

市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
ア
ド
レ

ス
はh

ttp
���w
w
w
.n
ish
i.

o
r.jp
/

〜jin
ji/

）
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

試
験
は
１０
月
６
日（
筆
記
）、

１２
日
（
面
接
）
に
行
い
ま
す
。

�
助
産
師
�

【
対
象
】
昭
和
４５
年
４
月
２

日
以
降
生
ま
れ
の
、
助
産
師
免

許
取
得
者
か
来
年
３
月
３１
日
ま

で
に
同
免
許
取
得
見
込
み
の
人

【
基
本
給
月
額
】
２２
万
６
８

２
０
円
〜
３０
万
８
４
４
０
円
。

他
に
諸
手
当
あ
り

�
看
護
師
�

【
対
象
】
昭
和
４９
年
４
月
２

日
以
降
生
ま
れ
の
、
看
護
師
免

許
取
得
者
か
来
年
３
月
３１
日
ま

で
に
同
免
許
取
得
見
込
み
の
人
。

准
看
護
師
不
可

【
基
本
給
月
額
】
２１
万
８
６

８
０
円
〜
２７
万
４
９
０
円
。
他

に
諸
手
当
あ
り

平
成
１４
年
１０
月
１
日
か
ら

国
民
健
康
保
険
制
度
が
変
わ

り
ま
す
。
主
な
変
更
点
は
次

の
と
お
り
。
問
合
せ
は
国
民

健
康
保
険
課
（
０
７
９
８
・

３
５
・
３
１
１
６
）
へ
。

◆
老
人
保
健
の
対
象
年
齢

が
７０
歳
か
ら
７５
歳
に
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す

１０
月
１
日
以
降
に
７０
歳
に

な
る
人
は
、
老
人
保
健
の
対
象

に
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
と
し

て
老
人
保
健
と
同
様
の
負
担
で

受
診
で
き
ま
す
。

◆
病
院
の
窓
口
で
支
払
う

一
部
負
担
金
が
年
齢
に

よ
っ
て
変
わ
り
ま
す

３
歳
未
満
の
乳
幼
児
は
、
３

割
負
担
か
ら
２
割
負
担
に
な
り

ま
す
。
ま
た
、
７０
歳
以
上
の
高

齢
者
は
原
則
１
割
負
担
で
す
が
、

一
定
以
上
の
所
得
者
は
２
割
負

担
に
な
り
ま
す
。
こ
の
区
分
の

た
め
、
新
し
く
「
高
齢
受
給
者

証
」
を
交
付
し
ま
す
。

◆
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担

限
度
額
が
変
わ
り
ま
す

７０
歳
未
満
の
人
に
つ
い
て
は
、

右
表
の
と
お
り
の
見
直
し
に
な

り
ま
す
。
７０
歳
以
上
の
高
齢

者
の
人
に
つ
い
て
は
、
老
人

保
健
と
同
様
の
負
担
限
度
額

に
な
り
ま
す
。

◆
市
か
ら

就
業
構
造
基
本

調
査
に
ご
協
力
を

総
務
省
は
、
就
業
構
造
基
本

調
査
を
１０
月
１
日
現
在
で
行
い

ま
す
。
こ
の
調
査
は
、
雇
用
対

策
な
ど
行
政
の
基
礎
資
料
と
す

る
た
め
に
、
全
国
的
規
模
で
行

わ
れ
ま
す
。
市
内
で
は
約
９
３

０
世
帯
が
本
調
査
の
対
象
に
な

り
ま
す
。

９
月
下
旬
か
ら
、
身
分
証
明

書
を
持
っ
た
調
査
員
が
訪
問
し

ま
す
の
で
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。
問
合
せ
は
市
情
報
公
開

室
（
０
７
９
８
・
３
５
・
３
５

０
３
）
へ
。

�
水
道
局
職
員
証
の
失
効

№
７
２
１
３
―
０
０
の
職
員
証

は
失
効
し
ま
し
た
。
問
合
せ
は

水
道
局
庶
務
課
（
０
７
９
８
・

３
２
・
２
２
０
０
）
へ

◆
官
公
署
か
ら

西
宮
郵
便
局
は
、
環
境
保
全

と
資
源
の
有
効
活
用
を
図
る
た

め
、
配
達
済
み
官
製
は
が
き
を

回
収
す
る
「
配
達
済
み
は
が
き

リ
サ
イ
ク
ル
Ｂ
Ｏ
Ｘ
」
を
窓
口

に
設
置
し
て
い
ま
す
。
期
間
は

１０
月
３１
日
ま
で
。
回
収
し
た
は

が
き
は
テ
ィ
ッ
シ
ュ
ペ
ー
パ
ー

等
の
原
料
に
リ
サ
イ
ク
ル
し
ま

す
。問

合
せ
は
同
郵
便
局
（
０
７

９
８
・
２
２
・
２
５
０
０
）へ
。

※
た
だ
し
、
次
の
も
の
は
再

生
不
向
き
の
た
め
、
対
象
外
に

な
り
ま
す

◆
ポ
ス
ト
カ
ー
ド
等
、
裏
面

が
写
真
に
な
っ
て
い
る
も
の

◆
あ
て
名
シ
ー
ル
が
張
っ
て

あ
る
も
の

市
は
、
住
宅
の
所
有
者
を
対

象
に
、
簡
易
な
耐
震
診
断
を
実

施
し
て
い
ま
す
（
今
年
度
が
最

後
に
な
り
ま
す
）
。
市
民
の
皆

さ
ん
に
、
住
宅
の
耐
震
性
に
関

す
る
防
災
意
識
を
高
め
て
も
ら

お
う
と
す
る
も
の
で
す
。
費
用

は
無
料
。
募
集
棟
数
は
２
４
０

棟
（
予
定
）。

問
合
せ
は
市
街
地
建
築
課

（
市
役
所
南
館
２
階
�
０
７
９

８
・
３
５
・
３
７
８
３
）
へ
。

※
な
お
、
電
話
や
戸
別
訪
問

な
ど
に
よ
る
勧
誘
は
し
て
い
ま

せ
ん
。
ご
注
意
く
だ
さ
い

【
対
象
建
築
物
】
昭
和
５６
年

５
月
以
前
に
着
工
し
た
住
宅

（
戸
建
住
宅
、
長
屋
、
共
同
住

宅
、
過
半
が
住
宅
の
兼
用
住

宅
）
。
た
だ
し
、
ツ
ー
バ
イ
フ

ォ
ー
住
宅
、
丸
太
組
工
法
に
よ

る
住
宅
は
対
象
外

※
建
築
確
認
通
知
書
や
建
築

図
面
が
あ
れ
ば
、
ス
ム
ー
ズ
に

診
断
で
き
ま
す

【
申
込
】
所
定
の
申
込
書
な

ど
必
要
書
類
を
、
１２
月
２６
日
ま

で
に
同
課
へ
。
先
着
順
。
住
宅

の
所
有
者
本
人
の
申
込
に
限
る

【
申
込
書
・
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

の
配
布
】
同
課
、
各
支
所
・
市

民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
で
配
布

中
【
必
要
書
類
】
申
込
書
（
印

鑑
が
必
要
）
▽
共
同
住
宅
（
分

譲
）
の
場
合
、
耐
震
診
断
の
実

施
に
関
す
る
総
会
か
理
事
会
の

議
決
書
の
写
し
▽
建
築
時
期
が

分
か
る
書
類
（
建
物
の
登
記
簿

謄
本
な
ど
）

【
そ
の
他
】
賃
貸
住
宅
・
貸

店
舗
が
あ
る
場
合
、
賃
借
人
の

承
諾
が
必
要
。
ま
た
、
長
屋
の

場
合
、
申
込
棟
の
所
有
者
全
員

の
同
意
（
押
印
）
が
必
要

市
は
、
災
害
援
護
資
金
貸
付

金
の
融
資
を
受
け
て
い
る
人
で
、

事
情
に
よ
り
ま
だ
償
還
し
て
い

な
い
人
や
、
勤
務
な
ど
の
関
係

で
平
日
の
窓
口
相
談
が
困
難
な

人
を
対
象
に
、
休
日
・
夜
間
償

還
相
談
を
行
い
ま
す
。

会
場
は
災
害
援
護
管
理
室（
Ｊ

Ｒ
西
ノ
宮
駅
南
側
フ
レ
ン
テ
西

館
３
階
）
で
す
。

貸
付
金
の
償
還
方
法
に
つ
い

て
は
、
月
分
割
償
還
や
少
額
償

還
も
可
能
で
す
。

な
お
、
７
月
末
現
在
で
同
貸

付
金
の
償
還
済
金
額
は
約
１
１

５
億
７
９
０
０
万
円
で
、
約
３

７
０
０
人
の
皆
さ
ん
が
全
額
繰

上
償
還
し
て
い
ま
す
。

問
合
せ
は
同
室
（
０
７
９
８

・
３
５
・
２
１
９
０
）
へ
。

【
休
日
償
還
相
談
】
９
月
１４

・
２９
日
、
１０
月
１９
・
２７
日
の
午

前
９
時
〜
午
後
５
時

【
夜
間
償
還
相
談
】
９
月
１９

日
、
１０
月
１０
・
２２
日
に
執
務
時

間
を
午
後
８
時
半
ま
で
延
長

平成１４年１０月１日から（７０歳未満の人）

自己負担限度額

１３万９８００円＋（医療費－６９万９０００円）
×１％ 〔７万７７００円〕

７万２３００円＋（医療費－３６万１５００円）
×１％ 〔４万２００円〕

３万５４００円 〔２万４６００円〕

※〔 〕内の額は過去１年間で４回目以降の額

区分

上 位
所得者

一般

市民税
非課税

老人保健法医療の法改正後の一部負担金の割合・限度額等

一部負担金（月額）

個人入院限度額、世帯負担限度額

７万２３００円＋（医療費－３６万１５００
円）×１％ ※過去１年間で４
回目以降は４万２００円

４万２００円

２万４６００円

１万５０００円

※「７０歳以上の人等」には、６５歳以上で障害認定により老人保健法医療受給者になっている人を含みます
※「政令で定める額」について、政令は閣議決定されたところですが、算定方法等詳細は、発表され次
第本紙でお知らせします

※�低所得��、�低所得��の「所得」とは、収入から必要経費を引いた金額をいいます。例えば年金
雑所得は、年金収入から公的年金等控除額（�低所得��の場合６５万円とする）を控除した金額、また、
給与所得は、給与収入から給与所得控除額を控除した金額になります

個人外来限度額

４万２００円

１万２０００円

８０００円

８０００円

割合

２割

１割

１割

１割

所得区分
（区分に該当する所得の状況）

一定以上所得者
（課税世帯で、政令で定める額以上の課税
所得のある７０歳以上の人等がいる場合）

一般
（課税世帯で、政令で定める額以上の課税
所得のある７０歳以上の人等がいない場合）

低所得�
（非課税世帯で、世帯員に所得のある人が
いる場合）

低所得�
（非課税世帯で、世帯員に所得のある人が
１人もいない場合）

平成１４年９月３０日まで（７０歳未満の人）

自己負担限度額

１２万１８００円＋（医療費－６０万９０００円）
×１％ 〔７万８００円〕

６万３６００円＋（医療費－３１万８０００円）
×１％ 〔３万７２００円〕

３万５４００円 〔２万４６００円〕

※〔 〕内の額は過去１年間で４回目以降の額

区分

上 位
所得者

一般

市民税
非課税

休日・夜間償還相談を
ご利用ください

病
院
窓
口
で
の
一
部
負
担
金
な
ど

市市職職員員をを募募集集

国
民
健
康
保
険
が

災害援護資金貸付金

～～助助産産師師・・看看護護師師～～

変
わ
り
ま
す

�

老人保健法医療
１０月１日から変わります

無無料料耐耐震震診診断断

昭和５６年５月以前に着工した
住宅を対象に実施しています

（２）平成１４年（２００２年）９月１０日


